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理由 

 本県公立義務教育諸学校における不登校児童生徒支援を推進するため、福岡県不登校児

童生徒支援グランドデザインを策定するもの。 



 

 

  

 令和３年１２月 

福岡県教育委員会 

福岡県不登校児童生徒支援グランドデザイン

（第 1版） 

～多様で適切な教育機会の確保による社会的な自立を目指して～ 

 



- 1 - 
 

＜ 目 次 ＞ 

 

Ⅰ．不登校の現状と不登校児童生徒に対する支援について       ２ 

 １．全国の状況                         ２ 

 ２．不登校児童生徒に対する支援に関する法律や国の通知等     ４ 

  

Ⅱ．福岡県における不登校の現状と不登校児童生徒に対する支援について  ８ 

 １．福岡県の状況                        8 

２．これまでの取組の内容と総括                １１ 

３．「教育機会確保法」等を踏まえた福岡県教育委員会としての責務 １３ 

４．支援の視点と学校教育の意義・役割             １４ 

 

Ⅲ．取組強化の方向性と具体的な施策について           １６ 

 １．取組強化の方向性                     １６ 

 ２．不登校児童生徒支援グランドデザインに基づく取組の全体像について  １６ 

 ３．新たに実施する取組や充実させる取組について        １８ 

 ４．継続して実施する取組について               ２３ 

 ５．基本指針に掲げられた施策と福岡県の施策の対応関係     ３３ 

 ６．不登校支援に関する施策のフォローアップについて      ３４ 

 

Ⅳ．不登校施策に関する法令及び通知等（参考資料）        別冊 

 

 



- 2 - 
 

Ⅰ．不登校の現状と不登校児童生徒に対する支援について 

 １．全国の状況 

  〇不登校児童生徒の状況 

「令和２年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」によると、全

国の小・中学校における不登校児童生徒数は、年々増加しており、このような状況は平成２４年

度から継続しています。 

学年毎に見ていくと、学年が上がるにつれて、不登校児童生徒数が増加しており、特に小 6か

ら中 1の間に新たな不登校が大幅に増加しています。 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 学 校：  63,350人（100人に１人） 

中 学 校： 132,777人（ 24人に１人） 

高等学校：  43,051人（ 72人に１人） 

令和２年度：239,178人

（前年度 231,372人） 

（注） 不登校の定義は、年間３０日以上欠席した児童生徒のうち、病気や経済的な理由を除き、「何らかの心理的、情緒的、

身体的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況にある者」 

 

新たな不登校が中 1で 

大幅に増加 
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不登校児童生徒への支援の状況については、学校内又は学校外で相談・指導等を受けている児

童生徒は６５．７％にのぼる一方で、相談・指導等を受けていない児童生徒が３４．３％存在し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不登校の要因については、「本人に係る状況」が最も多く５９．１％となっていますが、複数

の要因や背景が考えられる場合もあり多様化、複雑化しています。そのため、不登校児童生徒が

抱える様々な課題を適切に把握し、学校をはじめとする多様で適切な教育機会を確保して、きめ

細かな支援を行っていく必要があります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

文部科学省「令和２年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

〇公立小・中学校における不登校の要因 

〇小・中学校の不登校児童生徒が学校内外で相談・指導等を受けた状況 

文部科学省「令和２年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 
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２．不登校児童生徒に対する支援に関する法律や国の通知等 

不登校児童生徒が年々増加している状況等を受けて、国は、平成２８年１２月に「義務教

育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以下「教育機会

確保法」という。）を公布しました。 

その後、教育機会確保法の規定に基づいて、文部科学省令、基本方針及び関係通知が示さ

れて、不登校児童生徒への支援の在り方について方向性が提示されてきました。 

 

 

 

 

【ポイント】教育機会確保法の公布に当たり以下のことが示されました。 

◎ 教育機会確保法の目的 

◎ 教育機会確保等に関する施策を総合的に推進するための基本指針を文部科学大臣が定

めること 

◎ 国及び地方公共団体が講じ、又は講ずるよう努めるべき施策 

 

 

 

【ポイント】不登校児童生徒の定義が示されました。 

◎ 「不登校児童生徒」とは、「相当の期間学校を欠席する児童生徒であって，学校にお

ける集団の生活に関する心理的な負担その他の事由のために就学が困難である状況と

して文部科学大臣が定める状況にあると認められるもの」をいう。 

◎ 文部科学大臣が定める状況は、何らかの心理的、情緒的、身体的若しくは社会的要因

又は背景によって、児童生徒が出席しない又はすることができない状況（病気又は経

済的理由による場合を除く。）とする。 

 

 

 

【ポイント】不登校児童生徒による学校以外の場での学習等に対する支援の充実に努め

るよう求められています。 

◎ 教育委員会・学校と民間の団体等が連携した支援の充実 

◎ 家庭にいる不登校児童生徒への支援の充実 

◎ 支援のための体制整備 

 

 

 

【ポイント】教育機会の確保等に関する基本的事項及び不登校児童生徒等に対する教育

機会の確保等として、以下の点について示されました。 

◎ 義務教育の段階における普通教育に相当する教育機会の確保等の意義・現状 

◎ 基本指針の位置付け  ◎ 基本的な考え方 

◎ 児童生徒が安心して教育を受けられる魅力ある学校づくり 

◎ 不登校児童生徒に対する効果的な支援の推進 

 

 

【ポイント】これまでの不登校施策に関する通知を整理し、以下の内容について、まと

められました。 

◎ 不登校児童生徒への支援に対する基本的な考え方 

◎ 学校等の取組の充実  ◎ 教育委員会の取組の充実 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律の公布について」

（平成２８年１２月２２日付け通知） 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律第二条第三号の

就学が困難である状況を定める省令について」（平成２９年２月１６日付け通知） 

 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針の策定につ

いて」（平成２９年４月４日付け通知） 

「不登校児童生徒への支援の在り方について」（令和元年 10月 25日付け通知） 

「不登校児童生徒による学校以外の場での学習等に対する支援の充実について」（平成２９年３月２

８日付け通知） 
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Ⅱ．福岡県における不登校の現状と不登校児童生徒に対する支援について 

１．福岡県の状況 

〇不登校児童生徒数について 

令和２年度における福岡県内公立小中学校の不登校児童生徒数は９，５６５人で、小学校

３，３１８人、中学校６，２４７人となっています。福岡県内公立小・中学校の１，０００

人当たりの不登校児童生徒数は、全国を上回るペースで増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（注）平成２９年度調査までは、「その他」に該当する者のうち、「不登校」の要因が含まれている場合は、「その他のう

ち、不登校の要因を含んでいる者」として計上していたが、平成３０年度調査からは、計上しないこととなっている。 

  

小学校と中学校とを分けて推移を見ると、４年前（平成２８年度）と比較して中学校では

１．６倍、小学校では３．１倍となっており、小学校での不登校児童の出現率が大きく伸び

ていることが注目されます。 
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〇不登校児童生徒に対する相談・指導等の割合 

円グラフは「不登校児童生徒に係る相談・指導等の様態」（全国値）を示したものです。学

校内外での相談・指導等を受けていない不登校児童生徒の割合は、全国では小学校で３１％、

中学校で３７％存在しています。福岡県の割合は小学校では３３％、中学校では４１％となっ

ており全国の割合よりもやや多い状況です。 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

〇県内の教育支援センター等の状況について 

福岡県における教育支援センター

等（適応指導教室を含む。）を設置済

みの市町村は４５市町（指定都市を含

む。）で設置率は７５％となっていま

す。教育支援センター等の設置は進ん

できており、右の円グラフのとおり通

所児童生徒の学校復帰率は、福岡県に

おける不登校児童生徒全体の学校復

帰率と比べて、高い割合を示していま

す。 

また、在籍していた中学校3年生の

うち、進学・就職した生徒は、95.8％

となっており、社会とつながり、その

後の進路を切り拓く上で重要な役割

を果たしているといえます。 

教育支援センター等へ徒歩で通所

しているのは全体の２０％程度で、多

くの児童生徒は、公共交通機関の利用

や保護者による送迎などにより、長距

離の通所をしている現状もあります。 
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また、ＩＣＴを活用している教育支援センター等は全体の５０％以下です。職員の約８０％

が教育職系職員及び退職教職員であり、心理や社会福祉の専門資格を有する職員は１０％以下

という状況です。 

教育支援センターについては、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の

確保等に関する基本指針」（平成29年３月31日文部科学省）において、設置の促進や機能強

化を推進することが明記されていますが、設置の義務や設置基準等の法令はありません。各市

町村では独自に設置するほか、近隣の市町村の施設や民間の施設と連携して受け入れを行って

いたり、学校内の適応指導教室で対応していたりと、様々な形態や内容で支援体制の構築が進

められていますが、不登校児童生徒の支援の中核となる教育支援センター等の果たす役割が重

要となるため、機能の強化・向上が必要であるとされています。 

 

〇教育委員会と民間団体・施設との連携について 

民間団体・施設との連携については、27市町村（４５％）が実施しており、具体的な連携内

容については、以下の図の通りですが、多くは情報共有や資料提供にとどまっており、さらに

学校、教育委員会、民間団体・施設との連携を充実させる必要があります。 

また、連携ができていないと回答した教育委員会のうち８０％が教育支援センター等の利用

できる他の施設があることを挙げており、約４７％が地域に民間の団体・施設がないため連携

していないと回答しています。 

不登校児童生徒の社会的自立に向けた支援において、教育委員会や学校と民間団体・施設と

が連携して相互に協力・補完することの意義は大きいため、切れ目のない支援体制の構築につ

いても、関係機関が連携して検討していく必要があります。 
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２．これまでの取組の内容と総括  

 (１) これまでの取組概要（各取組の詳細ついては P２３以降を参照） 

〇 不登校対策の３つの視点（未然防止、早期発見・早期対応、継続した支援）

として、 

・ 不登校が生じないような学校づくり「福岡アクション３」、不登校の未 

然防止と支援のための家庭の取組「保護者のアクション３」、「不登校予 

防診断チェックリスト」の活用、校内適応指導教室等における支援 

〇 児童生徒及び保護者の不安・悩みの解消・軽減を主目的として、 

・ 子どもホットライン２４の設置、スクールカウンセラー、スクール 

ソーシャルワーカー等の活用 

〇 不登校の解消・改善を主目的として、 

・ 不登校対応「マンツーマン方式」 

〇 不登校生徒の学校復帰を目的として、 

・ 「不登校児童生徒復帰支援事業」（令和元年度終了） 

〇 効果を上げている学校の取組を県下に周知するとともに、支援が必要な学校に対して 

不登校の未然防止・早期対応の組織的な取組を推進する目的として、 

・ 不登校の未然防止・早期対応の 5つの視点（リーフレット） 

・ 不登校に関する学校支援プロジェクト 

等の取組を実施してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 対   策 令和２年度における成果等 

Ｈ11～26 ヤングアドバイザー H26年度：派遣人数 63人、派遣回数 1,115回 

Ｈ13～ 子どもホットライン 24 24時間電話対応、相談件数 5,242件 

Ｈ13～ スクールカウンセラー R2年度から 全小・中・義務教育学校に配置 

相談件数 65,530件（R2実績） 

Ｈ14～ マンツーマン対応 実施率 小 100％・中 100％ 

（小中によるマンツーマン個票の引継ぎＨ30～） 

Ｈ16～30 児童の欠席状況調査 小中連携の強化、不登校の未然防止、提出率 99.8% 

Ｈ20～ スクールソーシャルワーカー 県内９市町に配置、支援対応人数 283人 

市町村単費（県１／３補助）を含め、55市町村が

配置しており、97.5％の中学校区に対応 

Ｈ22～24 不登校児童支援事業 実践事例集の配布 

Ｈ23～25 不登校中学生復帰支援事業 第２回、本事業参加者の不登校の解消・復帰率

39.0%  （県・国より高い）、実践事例集の配布 

Ｈ26 中１不登校等対策強化事業 強化指定７市町、うち出現率が前年度より減少４町 

Ｈ27～28 不登校児童生徒学校等復帰支援

事業 

不登校児童生徒に対する個別の指導計画及び支援

計画案の作成 

Ｈ29～R1 不登校児童生徒復帰支援事業 官民連携による不登校児童生徒に対する支援の在

り方の枠組づくり（成果リーフレットを配布） 

R2～ 不登校に関する学校支援プロジ

ェクト 

効果を上げている学校の取組について情報収集し、

取組のポイントを県下に周知（「5 つの視点リーフ

レット」を作成・配布）するとともに、支援が必要

な学校に対して不登校の未然防止・早期対応の組織

的な取組を推進 
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(２) 不登校を未然に防ぐ取組 

○ 各学校において、欠席しがちな児童生徒の情報共有を行い、個別の支援を行うとともに、

学校に来やすい環境づくりを行います。 

○ 児童生徒の悩み等に対して適切に相談できる体制作りを行うとともに、スクールカウン

セラー、スクールソーシャルワーカー等外部の専門家を活用しています。 

○ 児童生徒の欠席状況や対応状況等の情報を共有するための小中連絡会及び中高連絡会を

行い、学校を休みがちな児童生徒の早期把握及びきめ細かな早期の対応に努めています。 

○ 人間関係づくりや体験活動などの豊かな人間性を育む教育活動を充実させ、児童生徒が

登校したくなるような魅力ある学校づくり、学級づくりや集団づくりを行っています。 

 

(３) 不登校になった児童生徒に対する取組 

○ 小・中学校においては、最も信頼関係が深い教師

を中心に支援をするマンツーマン方式での対応を

行っています。 

○ 学級に入れない児童生徒については、校内適応

指導教室等を活用し、学校における個別支援を行

っています。 

○ 小・中学校においては、学校には登校できていな

い児童生徒に対して、学校外に設置している教育

支援センター等への通所を促すほか、教育・医療・福祉の関係機関と連携して社会的な自立

を促しています。 

 

(４) 取組の総括 

小・中学校ともに学校内での支援は約４９％と全国平均よりも高い割合を示しており、学

校復帰率も約３４％と全国よりも高い割合を示していることは、これまでの取組について一

定の成果が表れていると評価しています。 

ただし、不登校児童生徒の総数は増加傾向にあり、学校内外での相談・指導等を受けてい

ない不登校児童生徒が一定数存在しているという現実もあることから、一層支援を充実させ

る必要があると考えています。 

また、小学校段階からの不登校が増加していることや、不登校の要因に発達上の課題が影

響しているとの指摘があることなども踏まえて、幼児教育段階からのアプローチや特別支援

教育的なアプローチについても研究を進める必要があると考えています。 
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３．「教育機会確保法」等を踏まえた福岡県教育委員会としての責務 

教育機会確保法第 3条では、以下のような５つの基本理念が示されています。 

 

 

 

 

 

 

教育機会確保法第５条では、「地方公共団体は、第３条の基本理念にのっとり、教育機会

の確保等に関する施策について、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有する」とされています。これを踏まえて、福岡県教育委員会では、

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針」（文

部科学省）を参酌した必要な措置として、この「福岡県不登校児童生徒支援グランドデザイ

ン」を策定することとしました。 

 

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針」

（文部科学省）においては、「不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等に関する事項」

として、次に掲げる施策等を実施することとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 全児童生徒が豊かな学校生活を送り，安心して教育を受けられ

るよう，学校における環境の確保 

２ 不登校児童生徒が行う多様な学習活動の実情を踏まえ，個々の

状況に応じた必要な支援 

３ 不登校児童生徒が安心して教育を受けられるよう，学校におけ

る環境の整備 

４ 義務教育の段階の普通教育に相当する教育を十分に受けていな

い者の意思を尊重しつつ，年齢又は国籍等にかかわりなく，能力

に応じた教育機会を確保するとともに，自立的に生きる基礎を培

い，豊かな人生を送ることができるよう，教育水準を維持向上 

５ 国，地方公共団体，民間団体等の密接な連携 

（１）児童生徒が安心して教育を受けられる魅力ある学校づくり 
① 魅力あるより良い学校づくり 
② いじめ、暴力行為、体罰等を許さない学校づくり 
③ 児童生徒の学習状況等に応じた指導・配慮の実施 

（２）不登校児童生徒に対する効果的な支援の推進 
① 個々の不登校児童生徒の状況に応じた支援の推進 
（ア）状況の把握 
（イ）組織的・計画的な支援 
（ウ）登校時における支援 
② 不登校児童生徒に対する多様で適切な教育機会の確保 
（ア）特例校や教育支援センターの設置促進等 
（イ）教育委員会・学校と民間の団体の連携等による支援 
（ウ）家庭にいる不登校児童生徒に対する支援 
（エ）多様で適切な学習活動の重要性及び休養の必要性を踏まえた支援 
（オ）経済的支援 
（カ）情報提供 
③ 不登校等に関する教育相談体制の充実 
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４．支援の視点と学校教育の意義・役割 

〇支援の視点について 

これまでの不登校施策に関する通知について改めて整理されてまとめられた「不登校児童

生徒への支援の在り方について（通知）」（令和元年 10月 25日文部科学省）では、次のよ

うな支援の視点が示されています。 

 

 

 

 

 

 

「「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく」という文言を読む際に

は、不登校をめぐる社会認識や対応方針の変化の経緯を踏まえる必要があります。 

これまでは、学校を中心として、不登校の未然防止・早期発見の取組や早期対応・個別支

援の取組を行い、学校への復帰を最善の目標としてきました。このような学校の努力により

学校への復帰を果たせた不登校児童生徒も多く、これまでの取組の成果であると評価できま

す。 

その一方で、何らかの理由により学校に復帰出来ない場合や学校との繋がりが希薄になっ

てしまった場合も多く、その様な不登校児童生徒に対して、どのように教育の機会を確保し

ていくかが課題となっていました。そして、教育機会確保法が公布され、学校に登校してい

るかいないかに関わらず、児童生徒が社会的に自立し、主体的に進路を切り拓いていくこと

ができるように、支援を行う必要があることが強調されるようになりました。 

このような経緯を踏まえて、これまでの学校を中心として学校への復帰を最善の目標と

する不登校児童生徒支援から、学校内での支援はもちろん教育支援センターや民間団体・施

設等の学校外の施設での支援とも連携しながら、「児童生徒が自らの進路を主体的に捉え

て、社会的に自立することを目指す」不登校児童生徒支援へと、支援の在り方を「拡張」し

ていくべきことを強調する趣旨の文言であると理解する必要があります。不登校児童生徒支

援における学校の役割が「後退」したり、責任の所在が学校外の施設に「移行」したりとい

った趣旨で、理解するべきものではありません。 

 

 

また、「支援の視点」の次には、「学校教育の意義・役割」が次のよう

に示されています。 

 

 

 

 

不登校児童生徒への支援は，「学校に登校する」という結果のみを目標にするのでは

なく，児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて，社会的に自立することを目指す必要

があること。また，児童生徒によっては，不登校の時期が休養や自分を見つめ直す等

の積極的な意味を持つことがある一方で，学業の遅れや進路選択上の不利益や社会的

自立へのリスクが存在することに留意すること。 
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〇学校教育の意義・役割について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず冒頭に、学校教育の意義・役割を改めて掲げた上で、その一層の充実を図るための取

組の重要性が明記されています。このことからも、教育機会確保法の公布後の不登校児童生

徒支援においても、学校教育の果たす役割が極めて大きいとされていることが確認できま

す。そして、不登校児童生徒支援の基本的な流れや段階について言及されています。 

まずは、学校において、児童生徒が不登校になった要因を的確に把握し、関係者との情報

共有、組織的・計画的な支援策の策定、進路の選択肢を広げる支援に取り組むこととされて

います。その上で、児童生徒の才能・能力に応じ、希望を尊重した上

で、適当と認められる場合には、学校外での施設での支援やＩＣＴを活

用した学習支援などの社会的自立への支援を行うこととされています。 

〇福岡県における不登校児童生徒への支援について 

福岡県教育委員会では、このような通知の趣旨を踏まえて、学校での「新たな不登校を生

まないための取組」と学校内外での「不登校児童生徒への支援」の両方を大切にしていきま

す。まず、学校教育の意義・役割を踏まえつつ、福岡県の学校でのこれまでの取組の蓄積を

生かして、不登校を生まない学校づくりを継続して実施し、更に充実させていきます。そし

て、不登校の児童生徒に対する学校内での支援として、マンツーマン方式による対応や専門

スタッフと協働した取組を継続しつつ、ＩＣＴを活用した学習支援を更に充実させていきま

す。 

その上で、どうしても学校に馴染めない児童生徒については、「学校に登校する」という

結果のみを目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて、社会的に自立

することを目標として、不登校児童生徒への支援を行っていきます。 

さらに、社会的自立への支援を行うために、本人の希望を尊重した上で、教育支援センタ

ーやフリースクール等の関係機関と連携した支援体制の充実を推進します。 

特に義務教育段階の学校は，各個人の有する能力を伸ばしつつ，社会において自立

的に生きる基礎を養うとともに，国家・社会の形成者として必要とされる基本的な資

質を培うことを目的としており，その役割は極めて大きいことから，学校教育の一層

の充実を図るための取組が重要であること。また，不登校児童生徒への支援について

は児童生徒が不登校となった要因を的確に把握し，学校関係者や家庭，必要に応じて

関係機関が情報共有し，組織的・計画的な，個々の児童生徒に応じたきめ細やかな支

援策を策定することや，社会的自立へ向けて進路の選択肢を広げる支援をすることが

重要であること。 

また，児童生徒の才能や能力に応じて，それぞれの可能性を伸ばせるよう，本人の

希望を尊重した上で，場合によっては，教育支援センターや不登校特例校，ＩＣＴを

活用した学習支援，フリースクール，中学校夜間学級での受入れなど，様々な関係機

関等を活用し社会的自立への支援を行うこと。 

その際，フリースクールなどの民間施設やＮＰＯ等と積極的に連携し，相互に協

力・補完することの意義は大きいこと。 
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Ⅲ．取組強化の方向性と具体的な施策について 

 １．取組強化の方向性 

Ⅱ―２「これまでの取組の内容と総括」に記載のとおり、これまでは学校を中心として、

不登校の未然防止・早期発見の取組や早期対応・個別支援の取組を行ってきました。しかし

ながら、Ⅱ―１「福岡県の状況」に記載のとおり、１，０００人あたりの不登校児童生徒の

数は全国を上回るペースで増加しており、相談・指導等の支援を受けていない不登校児童生

徒の割合は全国よりやや多い現状があります。

また、Ⅱ―４「支援の視点と学校教育の意義・

役割」に記載のとおり、不登校児童生徒への支

援の在り方は大きく変化しています。 

下の図は、縦軸を学校内と学校外に、横軸を

未然防止・早期発見と早期対応・個別支援とし

て取組を整理したものです。これまで一定の成

果を上げている取組を継続して実施しつつ、新

たな取組が必要な領域を充実させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．不登校児童生徒支援グランドデザインに基づく取組の全体像について 

次頁の図では、学校・市町村教育委員会（教育支援センター等）・県教育委員会・民間施

設の連携と、それぞれの役割や取組を示しています。学校内での取組は継続して行いなが

ら、学校外での取組の充実を図り、すべての不登校児童生徒が多様で適切な学びができるよ

うに支援していきます。 
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３．新たに実施する取組や充実させる取組について 

① 不登校を生まない学校づくり 

・ 生徒指導の機能を生かした授業づくりを推進する。 

・ 学校生活において児童生徒が互いに認め合える場面を実現する絆づくり、学級や学校

がどの児童生徒にも安心できる場所となる居場所づくりを推進する。 

 （令和 3年度ファクトファインディング調査を作成 Ｐ１９参照） 

・ ピア・サポートや構成的グループエンカウンター等、豊かな人間関係の醸成に向けた

教育活動を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報分析・行動指針のモデル開発 

（福岡県立大学委託事業「不登校児童生徒社会的自立支援事業」） 

・ 不登校減少には２つのルート 

すでに不登校になっている子どもの数を減らす（個別支援） 

あらたに不登校になる子どもの数を減らす（行動指針） 

・ 行動指針づくりにはデータ分析が必要 

・ データ分析には個別データが必須 

・ 行動指針作りは学校単位が効果的 

（福岡県立大学説明資料より） 

福岡県立大学と協力して、県内モデル中学校区での情報分析と行動指針のモデル開発に 

取り組んでいきます。その上で、学校教員や教育支援センター職員等に向けた研修等を充 

実させていきます。 
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「実情を把握するためのファクトファインディング調査」 
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③ ＩＣＴを活用した個別支援の充実 

教育支援センターや校内適応指導教室

で学習する児童生徒に、学校の授業を配

信したり、自宅で学習する児童生徒に、

学校や教育支援センター等の教職員がオ

ンラインで支援したりする体制の充実を

推進します。 

また、不登校児童生徒に対する支援の 

充実を含めた重点課題研究として、 

ＥｄＴｅｃｈ推進モデルの開発を進める事業を行います。 

 

④ ＳＮＳ相談窓口「福岡県児童生徒の悩み相談窓口」  

小中高校生のコミュニケーション手段にＳＮＳが普及していることを踏まえ、いじめ

を含め様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談窓口を開設しています。即時に応答す

る双方向システムである「ＬＩＮＥ」を活用し、原

則として土曜日以外の毎日、相談を受け付けていま

す。なお、相談時間は 18時から 21時（受付終了

20時 30分）までです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 教育支援センターの在り方・機能の確認 

・ 「福岡県不登校児童生徒支援会議」の設置 

教育支援センター等が関係機関や民間施設

等と連携し、不登校児童生徒やその保護者を支

援するネットワークを整備することが必要で

あることから、不登校支援に関する有識者、市

町村教育委員会及び教育支援センター等、そし

て、民間団体・施設等の関係者からなる福岡県

不登校児童生徒支援会議を設置します。 
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・ 「教育支援センター等を中核とした支援体制の構築に向けて（仮称）」の作成 

各市町村教育委員会における教育支援センター等の設置や機能強化に向けた検討の

参考資料となるように、「不登校児童生徒への支援の在り方について（通知）」（令和

元年10月2５日文部科学省）の「（別添４）教育支援センター整備指針（試案）」を参

考としつつ、教育支援センター等に期待される役割や機能、福岡県内外における先進的

な取組事例などをまとめた「教育支援センター等を中核とした支援体制の構築に向けて

（仮称）」を作成し、市町村教育委員会へ通知します。 

 

⑥ 教育支援センター職員の資質向上 

教育支援センター等の職員のうち心理や社会福祉の専門資格を有する職員が１０％以

下であることを受け、支援に関わる職員への研修を充実させます。そのために、県が配置

しているスクールカウンセラースーパーバイザーやスクールソーシャルワーカースーパ

ーバイザーを研修講師として派遣することや、県立大学に研修モデルの作成を依頼する

ことで職員の専門性を高めていきます。 

 

⑦ 複層的なネットワーク構築 

これまでの三層によるネットワークに教育支援センターを加えることで、校区ネット

ワークを充実させます。また、各教育事務所管内の教育支援センター会議を実施するなど、

地区ネットワークにおける支援センター間の情報交換などを進めていきます。 

不登校児童生徒を取り巻く生活環境の改善や、医療的な支援、特別支援教育の視点によ

る支援といった個別の状況が、不登校の要因と複雑に関係している現状を踏まえると、福

祉・医療・特別支援教育の関係機関と連携して支援を行うことが重要です。 

県教育委員会は、各市町村における福祉部局や児童相談所、地域の医療機関、特別支援

学校等が連携して支援を行った事例について、「教育支援センター等を中核とした支援体

制の構築に向けて（仮称）」を作成し、連携の強化を推進していきます。（Ｐ２２「ネッ

トワーク構想図」参照） 

 

⑧ 支援リーフレット 

不登校の捉え方や支援の在り方、社会的自立に向けて支援する組織（学校・市町村教育

委員会・福岡県教育センター・教育支援センター等・民間施設等の役割及び各種相談機関

等を記載した不登校児童生徒支援リーフレット「多様で適切な教育機会の確保による社

会的な自立を目指して」を作成し、各市町村教育委員会及び学校に配布します。 
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４．継続して実施する取組について 

 ①福岡アクション３ 

「福岡アクション３」は、不登校が生じないような学校づくりに向けて、不登校対策の３つ

の視点（未然防止、早期発見・早期対応、不登校児童生徒への支援）に基づき、「３つのステ

ージ」に分けて重点的に取り組むべきことを整理し、多くの学校で実践されている「すぐでき

る」「必ずできる」「みんなでできる」取組等を「３つのアクション」として示したものです。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「福岡アクション３」は、ステージ１（未然防止のアクション）、ステージ２（早期発見・

早期対応のアクション）、ステージ３（きめ細かで継続的な支援のアクション）で構成されて

います。 
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 ②保護者のアクション３ 

「福岡アクション３」では学校での取組を中心に示していますが、新たな不登校の未然防止

と支援のためには、家庭の協力がより一層必要であるため、家庭でどのように具体的に取り組

んでいけばよいかをまとめた「保護者のアクション３」も併せて作成し、保護者へ配布の上、

周知・啓発に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「保護者のアクション３」は、ステージ１（未然防止のアクション）、ステージ２（早期発

見・早期対応のアクション）、ステージ３（不登校になった場合のアクション）で構成されて

います。 
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 ③マンツーマン方式による対応 

学級担任にこだわらず、不登校児童生徒（不登校兆候を示す児童生徒を含む。）と最も信頼

関係ができている教師が担当者となって責任をもち、年間を通して支援していこうとするも

のです。このため、児童生徒の状態に応じたきめ細かで継続的な対応が期待できます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一人の担当教師だけが全責任を負って不登校児童生徒に対応するわけではありません。学

校の組織を生かしながら、支援チームを編成して担当者の日常的なサポートを行います。 

 支援計画（個票）については、

「基本情報シート」と「学年別支

援計画シート」を作成し、進級や

進学した際には次の学年や学校に

引き継ぎます。 

 右のシートは「学年別支援計画

シート」の記入例です。支援計画

だけでなく、毎週の支援の状況を

記録し、きめ細かで継続的な支援

に取り組みます。また、これまで

の支援状況を参考にして、適切な

支援が行えるようになります。 

 具体的な活用方法や関係機関と

の連携については、「不登校の未

然防止・早期対応の5つの視点」リ

ーフレットを作成しています。 

（P２８～３２を参照） 

 

 

関係者で編成する支援チーム

を組織して、担当者の日常的

な支援に対するサポート 

不登校児童生徒の情報交換・

支援の方策案の作成 

信頼関係が最もできている

担当者を決定  

担当者が、年間を通して 

マンツーマンで直接支援等 
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 ④不登校予防診断チェックリスト 

不登校の未然防止に係る項目を調査することで、不登校の兆候を早期に発見でき、早期支援

の手がかりを得ることができます。さらに、学校や教員の取組等を振り返り、その充実につな

げることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学級を単位とした分析及び学年・全校を単位とした分析のどちらも実施することができ、児

童生徒のみに調査を行うことや教員のみに調査を行うことも可能で、調査の目的や学校の状

況に合わせて実施することができます。 

結
果
票
（
例
） 
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⑤専門スタッフの配置（SC・SSW等） 

県教育委員会では、県下の各小・中・義務教育学校への専門スタッフ配置を推進しています。

専門スタッフはスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、生徒指導支援スタッフ

がおり、高度な専門性を有するスタッフが教職員と協働して不登校児童生徒の支援に取り組

んでいます。 

〇 スクールカウンセラー（スクールカウンセラースーパーバイザー） 

 令和２年度から、小学校・中学校・義務教育学校（指定都市を除く。）

の全校に配置しています。中学校は年間３５回、小学校は年間７回の勤

務で、児童生徒及び保護者のカウンセリングや教職員への研修を行って

います。 

 

〇 スクールソーシャルワーカー（スクールソーシャルワーカースーパーバイザー） 

県費職員としての配置は、生徒指導・教育相談体制強化推進市町

村として指定した９市町村に15名を配置しています。 

また、スクールソーシャルワーカーの配置を支援するため、市町

村が実施するスクールソーシャルワーカー配置事業に対して１／３

補助を行っています。 

令和２年度は県内５８市町村のうち、５５市町村にスクールソー

シャルワーカーが配置されています。（指定都市を除く。） 

 

〇 生徒指導支援スタッフ 

生徒指導・教育相談体制強化推進市町村として指定した９市町村

に、警察OBのスタッフを配置しています。警察と連携して、学校の

支援に当たっています。 

 

 

名 称 定   義 資 格 等 

 

スクール 

カウンセラー 

公認心理師等の資格を有し、心理臨床の専門

家として、学校における教育相談機能の向上

に努め、もって不登校やいじめ等の生徒指導

上の諸課題の解決に資する。 

公認心理師 

臨床心理士またはそ

れに準ずる者、大学教

授、精神科医等 

 

スクール 

ソーシャルワーカー 

社会福祉士及び精神保健福祉士等の資格を

有し、福祉の専門家として、学校・家庭・地

域の支援ネットワークを築き、子どもに影響

を及ぼしている環境の改善に資する。 

社会福祉士及び精神

保健福祉士またはそ

れに準ずる者等 

 

 

 



- 28 - 
 

⑥不登校の未然防止・早期対応の 5つの視点（リーフレット） 

不登校の未然防止、初期対応、社会的自立に向けた支援等、効果的な支援を行っている学校

の取組を参考に、５つの視点からリーフレットを作成しています。 
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 ５．基本指針に掲げられた施策と福岡県の施策の対応関係 

Ⅱ―３「教育機会確保法等を踏まえた福岡県教育委員会としての責務」に記載の、「義務教育

の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針」（文部科学省）に掲

げられた施策と福岡県における不登校児童生徒支援に関する施策の対応関係を下表に整理して

います。 

基本指針 福岡県の施策 

（１）児童生徒が安心して教育を受

けられる魅力ある学校づくり 

① 魅力あるより良い学校づく

り 

② いじめ、暴力行為、体罰等

を許さない学校づくり 

③ 児童生徒の学習状況等に応

じた指導・配慮の実施 

（２）不登校児童生徒に対する効果

的な支援の推進 

① 個々の不登校児童生徒の状

況に応じた支援の推進 

（ア）状況の把握 

（イ）組織的・計画的な支援 

（ウ）登校時における支援 

② 不登校児童生徒に対する多

様で適切な教育機会の確保 

（ア）特例校や教育支援センタ

ーの設置促進等 

（イ）教育委員会・学校と民間

の団体の連携等による支援 

（ウ）家庭にいる不登校児童生

徒に対する支援 

（エ）多様で適切な学習活動の

重要性及び休養の必要性を

踏まえた支援 

（オ）経済的支援 

（カ）情報提供 

③ 不登校等に関する教育相談

体制の充実 

（１） 

①・ 生徒指導を生かした授業づくり 

  ・ 絆づくりと居場所づくり 

  ・ 豊かな人間関係の醸成 

  ・ FF（ﾌｧｸﾄﾌｧｲﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ）調査の活用 

（不登校の要因分析「リーフレット１」） 

 ②・ 福岡アクション３の推進 

（共通理解・共通実践を促す取組の工夫「リーフ

レット２」） 

  ・ ＳＣ・ＳＳＷの活用 

（専門スタッフを活用した関係機関との連携「リ

ーフレット４」） 

 ③・ 学習指導要領に則った個別最適な学び 

（「分かる」「できる」喜びのある授業づくり

「リーフレット５」） 

（２） 

  ①・ 不登校対応「マンツーマン方式」の実施 

（実効性のあるマンツーマン対応「リーフレット

３」） 

   ・ 校内適応指導教室等における支援 

  ②・ 不登校児童生徒支援会議の設置 

   (ｱ)(ｲ) 「教育支援センター等を中核とした支

援体制の構築に向けて」の作成 

   (ｳ)(ｴ) ＩＣＴを活用した個別支援の充実 

   (ｵ)フリースクールに対する助成 

（私学振興課） 

   (ｶ) 不登校児童生徒支援リーフレット「多様で

適切な教育機会の確保による社会的な自立

を目指して」の配布 

  ③・ ＳＮＳ相談窓口「福岡県児童生徒の悩み

相談窓口」 

   ・ 電話相談事業「子どもホットライン24」 
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 ６．不登校支援に関する施策のフォローアップについて 

不登校児童生徒に対する支援に関する施策の評価においては、これまでは、「児童生徒 

１，０００人当たりの不登校児童生徒数」や「不登校から継続して登校できるようになった児

童生徒の割合」などを指標としてきました。 

Ⅱ―４「支援の視点と学校教育の意義・役割」でも示したように、学校内外での相談・指導

等を受けていない不登校児童生徒に対する教育の機会を確保するための方策を充実させるこ

とが必要とされています。今後は新たな指標として「相談・指導等を受けていない児童生徒の

割合」に着目して、施策について評価していきます。 

この『福岡県不登校児童生徒支援グランドデザイン（第1版）』は、令和３年１２月時点に

おける状況や、「福岡県不登校児童生徒支援会議」における議論を可能な限り反映して作成し

ていますが、不登校支援に関する状況や学校を取り巻く環境は今後も大きく変化していくこ

とが予想されます。 

今後は、不登校支援に関する施策の評価や「福岡県不登校児童生徒支援グランドデザイン」

の具体的取組等の実施状況について検討を継続し、福岡県における不登校児童生徒への支援

の更なる充実が図られるよう、今後もグランドデザインの見直しを実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふくおか教育月間イメージキャラクター「ミライル」 

これからの社会をはばたく子どもたちの「翼」をイメージした妖精です 
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